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貸 借 対 照 表 
  

(2025年５月31日現在) （単位：千円） 
 

科    目 金   額 科    目 金   額 

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

短 期 貸 付 金 

売 掛 金 

未 収 還 付 法 人 税 等 

前 払 費 用 

そ の 他 

  

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

車 輌 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

   

投 資 そ の 他 の 資 産 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

敷 金 及 び 保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 

 
 

12,734,873 

113,847 

12,593,000 

20,952 

5,485 

1,493 

95 

 

1,080,571 

11,367 

8,416 

2,012      

939 

 

1,069,204 

1,008,039 

10 

54,743 

1,427 

4,964 

18 

 

 
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

短 期 借 入 金 

1年内返済予定の長期借入金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 消 費 税 等 

そ の 他 

  

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

長 期 未 払 金 

 
 

12,278,381 

12,016,640 

225,013 

18,490 

500 

11,354 

6,382 

 

305,989 

295,813 

10,176 

  

負 債 合 計 12,584,370 

 
(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

新 株 予 約 権 

 
 

1,225,964 

100,000 

998,039 

998,039 

127,925 

127,925 

127,925 

5,110  

純 資 産 合 計 1,231,074 

資 産 合 計 13,815,445 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,815,445 
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損 益 計 算 書 
    

( 自 2024年６月１日 
至 2025年５月31日 ) 

（単位：千円）     

科       目 金       額 

売 上 高   

経 営 指 導 料 399,600  

金 融 収 益 239,544 639,144 

売 上 原 価  177,971 

売 上 総 利 益  461,172 

販売費及び一般管理費  440,682 

営 業 利 益  20,489 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 84  

そ の 他 0 84 

営 業 外 費 用   

控 除 対 象 外 消 費 税 5,001 5,001 

経 常 利 益  15,572 

税 引 前 当 期 純 利 益  15,572 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,292  

法 人 税 等 調 整 額 878 4,170 

当 期 純 利 益  11,402 
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株主資本等変動計算書 
     

 ( 自 2024年６月１日 
至 2025年５月31日 ) 

（単位：千円）      
 株主資本 

新株予約権 純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 その他 

資本剰余金 
資本剰余金 

合計 

その他 
利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越 

利益剰余金 

当期首残高 100,000 998,039 998,039 116,522 116,522 1,214,562 5,110 1,219,672 

事業年度中の変動額         

当 期 純 利 益    11,402 11,402 11,402  11,402 

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額 (純額) 

        

事業年度中の 

変動額合計 
― ― ― 11,402 11,402 11,402 ― 11,402 

当期末残高 100,000 998,039 998,039 127,925 127,925 1,225,964 5,110 1,231,074 
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個 別 注 記 表 
 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

  有価証券の評価基準および評価方法 

 子会社株式 ………………………… 移動平均法による原価法  
 

2. 固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産（リース資産を除く)   

主として、定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 15年 

車両運搬具 ６年  
   

3. 収益及び費用の計上基準 

 当社の収益は、子会社からの経営指導料及び受取利息となります。経営指導料は、契約内容に応

じた受託業務を提供することが履行義務であり、契約期間を通じて当社の履行義務が充足される

ことから、一定の期間にわたり収益を認識しております。受取利息については、利息計算期間の

経過に応じて収益を認識しております。 

   



〆≠●0 
第５期決算公告 
○○○○○○㈱様 招集 25/08/27 12:57印刷 -4/9 
 

- 5 - 

 

貸借対照表に関する注記  
1. 有形固定資産の減価償却累計額 4,955千円 

 

2. 関係会社に対する金銭債権債務 

 短 期 金 銭 債 権  

 短 期 貸 付 金 12,593,000千円 

 売 掛 金 20,952千円 

 

3. 保証債務 

  以下の関係会社の不動産賃貸借契約及び割賦販売契約に対して債務保証を行っております。 

 グローバルトレード株式会社 193,471千円 

 エクシードＧＴ株式会社 33,600千円 

 株式会社宝美堂 527,631千円 

 株式会社エイト 231,351千円 

 大阪屋質店株式会社 753千円 

 株式会社ティービーマネジメント 13,968千円 

 有限会社マルベニ 13,090千円 

 計 1,013,867千円 

 

4. 貸出コミットメント契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行10行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 貸出コミットメントの総額 11,500,000千円 

 借入実行残高 11,500,000千円 

 計 0千円 

 

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

  営業取引による取引高 

 売 上 高 639,144千円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数 

   普 通 株 式 4,659,200株 

 

2. 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数 

   普 通 株 式 20,000株 

 

3. 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目

的となる株式の種類及び数 

   普 通 株 式 140,000株 
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税効果会計に関する注記 

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
当事業年度 

（2025年５月31日） 

繰延税金資産  

フリーレント賃料 137千円 

資産除去債務 4,320千円 

未払賞与 1,123千円 

繰延税金資産小計 5,581千円 

評価性引当額 ― 

繰延税金資産合計 5,581千円 

繰延税金負債  

未収事業税  616千円 

繰延税金負債合計 616千円 

繰延税金資産（負債）の純額 4,964千円 

 

(2)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正  

「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年３月31日国会で成立したこ

とに伴い、2026年４月１日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることと

なりました。 

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の33.6％から、

2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一次差異については34.4％となります。 

なお、この税率変更に伴う計算書類に与える影響額は軽微であります。 
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関連当事者との取引に関する注記 

子会社及び関連会社等 

種

類 

会社等の名

称 

議決権等

の所有割

合 

関連当事者との

関 係 
取 引 内 容 

取 引 金 額 

（千円） 
科 目 

期 末 残 高 

（千円） 

子

会

社 

グローバル

ト レ ー ド 

株 式 会 社 

所有 

直 接 

100.0％ 

資金の貸付 

経営指導 

債務被保証 

資金の貸付 

利息の受取（注）１ 

― 

61,780 

短期 

貸付金 
3,255,000 

経営指導（注）２ 116,400 ― ― 

債務被保証（注）４ 11,672,408 ― ― 

エクシード

Ｇ Ｔ 

株 式 会 社 

所有 

直 接

100.0％ 

資金の貸付 

経営指導 

債務被保証 

不動産転貸 

役員の兼任 

資金の貸付 

利息の受取（注）１ 

― 

29,731 

短期 

貸付金 
1,573,000 

経営指導（注）２ 141,600 ― ― 

債務被保証（注）４ 11,655,768 ― ― 

不動産転貸（注）５ 72,661 

敷金 

及び 

保証金 

54,713 

株 式 会 社 

宝 美 堂 

所有 

直 接

100.0％ 

資金の貸付 

経営指導 

債務保証 

債務被保証 

資金の貸付 

利息の受取（注）１ 

― 

85,845 

短期 

貸付金 
4,555,000 

経営指導（注）２ 67,200 ― ― 

債務保証（注）３ 247,611 ― ― 

債務被保証（注）４ 11,500,000 ― ― 

株 式 会 社 

エ イ ト 

所有 

直 接

100.0％ 

資金の貸付 

経営指導 

債務保証 

債務被保証 

資金の貸付 

利息の受取（注）１ 

― 

48,680 

短期 

貸付金 
2,447,000 

経営指導（注）２ 61,200 ― ― 

債務被保証（注）４ 11,500,000 ― ― 

大阪屋質店

株 式 会 社 

所有 

直 接

100.0％ 

資金の貸付 

経営指導 

債務被保証 

資金の貸付 

利息の受取（注）１ 

― 

13,507 

短期 

貸付金 
763,000 

経営指導（注）２ 13,200 ― ― 

債務被保証（注）４ 11,500,000 ― ― 

株 式 会 社 

ティービー

マネジメン

ト 

所有 

直 接

100.0％ 

不動産転貸 不動産転貸（注）５ 6,984 

敷金 

及び 

保証金 

1,804 

株 式 会 社

G o o d W a y 

所有 

間 接

100.0％ 

債務被保証 債務被保証（注）４ 11,500,000 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注) 1. 資金貸付の取引条件につきましては、市場実勢を勘案して合理的に決定しております。 

 2. 経営指導料については、業務内容等を勘案して決定しております。 

 3. 不動産賃貸借契約に対して債務保証を行っております。なお、保証料の受取は行っておりませ

ん。取引金額は、年間賃借料を記載しております。 

 4. 銀行借入に対して債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。取引

金額は、期末残高を記載しております。 

 5. 不動産転貸については、当社の賃借条件と同一の条件で転貸しております。 
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１株当たり情報に関する注記 

  １株当たり純資産額 264円26銭 

  １株当たり当期純利益 2円46銭 

 

収益認識に関する注記 

（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報） 

 連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。 

 

重要な後発事象に関する注記 

（共通支配下の取引等） 

連結子会社間の合併 

連結注記表に記載のとおり、2025年７月17日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社宝美堂

及び株式会社Ｇｏｏｄ Ｗａｙについて、株式会社宝美堂を存続会社とする吸収合併について決議いたしました。 

 

その他の注記 

 該当事項はありません。 

 

 


